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昨今，利用者の目線で公共交通全体の移動の最適化が求められており，公共交通の運行情報についても，

事業者間で連携した情報提供が一層重要になっている．情報提供は利用者の交通の利便性を高め，顧客の

満足度向上や利用促進にも貢献するものと考えられるが，連携した情報提供の効果は明確になってはいな

い．本研究では，特に情報提供として重要と考えられる「二次交通の情報」及び「駅周辺の施設イベント

の情報」を対象に，情報提供が誰にどの程度影響を与えるかを実証実験等を通じて分析する．更に，事業

者を跨いだ統合的な情報を提供した際に，その特性が利用駅等の駅特性や個人属性による違いかを分析す

る．結果，情報提供により行動変容が発現することを確認し，駅特性よりも個人属性の変化が行動変容に

もたらす影響が大きいことも確認された． 
 

Key Words : 公共交通の連携，鉄道と地域・二次交通，情報提供，モビリティマネジメント，行
動変容，評価 

 
 

1. はじめに 
 
(1) 背景と目的 
日本では，近年，豊かさや生活の質の向上といった成

熟社会を迎え，サービスの多様化が進んでいる．また，

ICT，IOT の急速な発展等も相まって，人の移動を支え

る交通サービスにおいても安全，安心，快適に移動でき

る環境づくりとともに様々な取組みが進められている． 
鉄道を例に挙げれば，近年では，携帯端末等を活用し

て希望する鉄道の時刻を簡易に調べることが可能であり，

切符は購入することなく，IC カードで改札を通過でき

るなど，シームレス化が大幅に進んでいる． 

また，近年の外国人観光客の急速な増加に対応するた

め，駅を中心に案内サインの多言語化をはじめとする受

入環境整備が進められている．特に，首都圏では，高密

度な鉄道網と相互直通運転により，複数の事業者を跨ぐ

路線が運行している．加えて，様々な端末交通手段が多

様な事業者によって運営されており，案内サインだけで

なく，情報提供ならびに情報連携の重要性が交通事業者

全体において増している．東京都において総合的な交通

の在り方が検討される1)など，これまで事業者毎に移動

をとらえていた動きから，利用者の目線から一連の移動

全体を対象に，公共交通全体の移動の最適化を目指して

いく取組みも見られ，情報提供においても，公共交通の
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連携を前提として行うことが重要と考えられる． 
こうした公共交通の連携を踏まえた情報提供は，利用

者の公共交通の利便性を高め，顧客の満足度向上のみな

らず，引いては利用促進にも貢献するものと考えられる

が，その効果は明確になってはいない． 
情報提供による公共交通の利用促進に関する研究では，

谷口他2)TFP (Travel feedback program)によるモビリティマネ

ジメントがバスの利用促進をもたらすと言及している．

一方で，木内他3)はTFPは鉄道利用促進に対しては効果

が限定的であるといった結果が言われている．また，芳

山他4)はラジオなどのメディアと組み合わせることによ

り，公共交通の利用が促されたとするものなどがある． 
また，鉄道に関する情報提供が行動変容にもたらす影

響については，轟他5) 6) や深沢他7) の研究において，鉄道

利用者に混雑情報や運行情報を提供した場合，列車の混

雑の平準化がなされるという結論が出されている． 
どのような情報提供が行動変容に有効か，という観点

で言えば疋田他8) は，火災時という限定的な状況下にお

いてどういった情報提供手段が駅利用者の避難行動促進

に対して効果的かという観点で分析を行っている． 
しかしこれらは個別の交通に着目したものが多く，公

共交通の連携に着目した情報提供と行動変容の関係性に

ついては十分言及されていない． 
平沢他9)は，バス・鉄道の異なる事業間で各種の運行

関連情報を通じた連携方策がもたらす行動変容の把握を

柏駅を対象に実施し，情報提供と行動変容の可能性につ

いて言及している．しかし，具体的にどのような情報が

どう行動変容に結びつくかといった詳細や，柏駅以外で

の汎用性までは検証されていない． 
以上を踏まえ，本研究では，情報提供により公共交通

全体の移動の最適化が図れるかに着目し，特に「二次交

通の情報」及び「駅周辺の施設イベントの情報」を対象

に，情報提供が与える影響について，誰にどの程度影響

を与えるかを実証実験等を通じて把握することを目的と

する．更に，バスや鉄道といった異なる事業者間に対し

統合的な情報を提供した際に，その特性が利用駅等の駅

特性や個人属性によりどのような違いがあるかの傾向を

把握する． 
 

(2) 分析条件の整理 
本研究で対象とする行動変容は，鉄道の利用促進につ

ながりうる行動変容とし，後述するような外出機会の増

加から，経路の変更，鉄道に対する印象の変化といった

内容を対象とする．こうした行動変容につながり得る要

因としては，時間短縮やコスト縮減といった鉄道会社側

の改善手法や，目的地の魅力向上（ブランドイメージの

向上や観光地化，有名なお店の出店等々）といった要素

も挙げられるが，本研究では，これまでの移動に対し 

表-1 分析条件の整理 

前提条件 

対象地域 首都圏鉄道沿線居住者 

対象者 

日常的に鉄道を利用している人 

※土地に不慣れで鉄道を利用していない，

という人は対象外 

対象とする情報 

駅降車後の二次交通情報及び地域情報 

※ただしリアルタイムの動的情報や予測情

報は対象外とする 

情報提供手段 携帯アプリによるプル型情報 

対象とする提供情報 

二
次
交
通
情
報 

他社路線 
対象とする駅における他社路線の列車種

別・行き先・発車時刻・遅れ情報 

路線バス 
路線バスの乗り場，発時刻，系統・バスロ

ケ，行き先 

タクシー 
タクシーの連絡先（および料金案内※外部

リンク） 

高速バス 発時刻，行き先，乗り場案内※東京駅のみ 

自転車 
駅におけるレンタサイクルのポートの位置

および貸出可能台数 

地域 
情報 

物販 周辺施設の販売商品情報 

文化 
周辺施設の文化情報（イベントやコンサー

ト含む 

 
て，情報提供のみが追加的に付与された場合の効果・影

響を把握するものとし，時間短縮やコストの縮減，目的

地の魅力向上といった行動変容要因は考慮しないものと

する． 
また，本調査での分析対象は表-1で整理する項目とし，

これら以外の項目については今後の検討課題とすること

とした．なお，対象とする二次交通情報と地域情報につ

いては以上の前提の上で，本研究では以下の仮説をたて

た． 
① 二次交通の情報提供や地域イベントの情報提供を行

うことで，鉄道等の公共交通の利用促進等の行動変

容に資する可能性がある 
② 利用者が公共交通を利用する地域や利用者属性によ

って，行動変容につながる情報の内容は異なる 
③ 地域や属性によって，同じ情報でも行動変容に与え

る影響度合いは異なる 
この仮説のもとで，鉄道の運行情報に加えて，「二次

交通の情報」及び「駅周辺の施設イベントの情報」に関

する情報提供（以後，連携情報提供）がなされた場合の

行動変容の実態を把握するため，実際に東京駅等を対象

に連携情報提供を行うフィールド実験を実施した．加え

て，これら以外の駅についても，同等レベルの連携情報

提供が行われた場合の想定行動変容をWEBアンケート

により調査することで，連携情報提供による行動変容が

どのように発現しうるかを検証することとした． 
 

(3) 情報提供による行動変容の関係の整理 
行動変容の分析を行う上では，まず人が移動にあたっ
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ての行動変化のきっかけとなる項目を抽出・整理する． 
情報提供が行動変容にもたらす仕組みの把握のため，

まずは人が移動を企画して実際に移動し，その移動が終

わるまで，どのようなタイミングでどのようなことを思

案しながら移動を行っているか，またこうした判断・思

考時に情報提供で起こり得る行動変容がどのようなもの

があるか，さらに移動目的により行動変容がどのように

異なるかの想定を表-2のとおり整理した． 
これにより，移動の状況により発生し得る行動変容の 

中味が変化すること，目的によっても発現する行動変容

が変化することが想定されるため，本研究では一連の移

動全体において，外出機会の増加から交通手段の選択ま

での行動変容を対象として，連携情報提供の効果を目的

別に検証する（表-2の網掛け部分が分析対象）． 
 

表-2 情報提供と行動変容の整理 
一連の移動における判断・思考状況の整理 

状況 思考のタイミング 

移動前 

（在宅・在勤務

地） 

外出をするかの判断，外出先で何をするかの
判断，誰と行くかの判断，いつの時点で外出
するかの判断，どこへ行くかの判断，どうや
っていくかの判断 

移動中 
出発地から最寄りのバス停や駅まで，端末交

通機関，基幹交通，乗換，駅降車 

到着後 駅内駅前，目的地の途中まで，目的地到着後 

判断・思考時に情報提供で起こり得る行動変容 

項目 行動変容 例 

外出機会の増加 新規の移動の発生 今日は映画に行く 
行動エリアの 
拡大 最終目的地の変更 

映画館は訪問経験のな
い有楽町にする 

立ち寄り発生 途中の立ち寄り発生 途中で書籍を購入 

交通手段選択 
普段使用しない交通
手段での移動 駅までバスを活用 

経路選択 経路の変更 今日は○○線で移動 

列車選択 乗車する列車を選択 すいてる次発に乗車 

車両位置変更 乗車する車両の選択 出口に近い3両目を利用 

目的別の特徴 

目的 想定される行動変容の特徴 

通勤・通学 
立ち寄り～車両位置変更は発生しやすいが目
的地が決まっているため行動エリアの拡大等
は少ない 

私用 
最終目的地含め自由度が高いため行動変容が
起きやすい 

業務 
目的地と時間制約から交通手段～車両位置変
更に限定 

帰宅 
最終目的地（自宅）は決まっているが立ち寄
りなどが発生する可能性がある 

 

表-3 フィールド実験の概要 
実験概要 ・スマートフォン向けアプリ「JR東日本アプ

リ」による，JR東日本の駅に接続する交通機

関の情報および駅周辺の地域情報の提供 

・利用者へのアンケートの実施 

対象駅 東京，武蔵小金井，武蔵境，東小金井 

実施期間 2015年11月19日～2016年2月26日 

 

2. 実験 
 
(1) フィールド実験概要 
 実際に連携情報提供を行うことでどのように行動変容

が発現するのか，またそれが地域や駅の属性によってど

のように変化するかを検証するため，表-3及び図-4のと

おり東京駅等を対象に実際にアプリ上で情報連携サービ

スを提供し，一定の実施期間後に利用者にアンケート

（以降アプリアンケート）を実施することで行動変容の

実態を把握する． 
 

(2) WEBアンケート概要 
a) WEBアンケートの概要 
 フィールド実験で対象とする駅が限定的であることか

ら，フィールド実験対象外の駅においても情報提供と行

動変容の可能性及びその汎用性を検証するため，WEB
アンケートを活用し，仮にアプリで提示される情報提供

サービスが図-5のように実施された場合，どのような行

動変容が起こりうるかを合わせて把握する． 
 

              

 
図-4 アプリ画面例（武蔵小金井駅の場合） 

 

 
図-5 アプリ画面例（WEBアンケートの場合） 
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WEBアンケートではこれに加えて将来的にサービス

が拡張された場合はどのような行動変容が想定されるか

を把握したが本論考では将来的にサービスが拡張された

場合については言及しないものとする． 
それぞれのアンケートの概要は表-6のとおりである． 
 

b) 駅属性の分類整理 
本研究では，連携情報提供による行動変容が駅特性な

どの地域特性によって異なるという仮説のもと，首都圏

の鉄道駅について，平成22年大都市交通センサスのデー

タを活用して鉄道駅を分類した．特に公共交通の情報提

供の連携が主眼となることから，情報提供の場面の違い

を考慮して，駅利用者には周辺居住者が多い（出発地側

から幹線交通機関に乗る）か勤務者が多い（幹線交通機

関を降りた後目的地に向かう）かを判断するアクセス・

イグレス比率と，バスの利用度合いの指標として，端末

交通手段におけるバスの交通分担率を指標として分類を

行った． 
WEBアンケートでは，各属性の代表的な駅となりう

る図-7の駅を対象とした．特に東京駅と武蔵小金井駅に

ついては，フィールド実験とWEBアンケートの双方で

アンケートを実施しているため，両者の結果を活用する

ことで，行動変容がフィールド実験とWEB上での想定

行動で一致しているかを確認し，その他の駅で適用性を

検証する． 
表-6 情報提供と行動変容の整理 

 アプリアンケート WEBアンケート 

目的 

実際のフィールドでア
プリを活用してもら
い，行動実態を把握 

仮に駅にて情報連携が行
われた場合の行動変容の
把握 

両者の

紐づけ 

アプリアンケートとWEBアンケートの双方の対象と
なっている東京駅・武蔵小金井駅の結果を比較す
ることで検証 

 

バス分担率高バス分担率低

10% 20% 高中低
イグレス

アクセス

40%

60%

中

低

高

渋谷(9%, 6%)

東京(3%, 1%)

武蔵境(14%, 60%)

国立(18%, 55%)

柏(19%, 78%)

川崎(38%, 34%)
川崎(23%, 34%)

戸塚(37%, 63%)
三鷹(28%, 63%)

武蔵小金井
(30%,80%)

 
※川崎駅についてはアクセス・イグレス双方で検証 

※四角で囲った部分はフィールド実験対象駅 

図-7 属性分類に基づくWEBアンケート対象駅の整理 

表-8 アンケート結果概要 
 アプリアンケート WEBアンケート 

実施期間 2016年2月12日～2016年2

月28日 

2016年2月17日～2016年

2月28日 

回収サン

プル数 
548(327※) 3,596 

※アプリを使用していないサンプルを除く327サンプルを活用 

 

表-9 駅別の回収数 

 
対象駅 

アクセス／
イグレス 

バス
分担
率 

アプリア
ンケート 
回収数 

WEBアンケ
ート回収数 

1 武蔵小金井 アクセス 高 17 240 

2 東京 イグレス 低 74 647 

3 三鷹 アクセス 高 － 344 

4 川崎 アクセス 高 － 387 

5 川崎 イグレス 高 － 365 

6 渋谷 イグレス 低 － 532 

7 柏 アクセス 中 － 333 

8 戸塚 アクセス 高 － 361 

9 武蔵境 アクセス 中 － 173 

10 国立 アクセス 中 － 214 
※アプリアンケートの回収数は自宅や通勤先が当該駅に一致し

たもののみ集計 
 
(3) 実験結果 
アンケート結果を表-8及び表-9に示す．フィールド実

験ではアプリ利用者は必ずしも対象駅に居住または通

勤・通学をしているわけでなく，またアンケート回答も

任意のため，武蔵小金井駅は特に回収数が少なくなった．

さらに，アンケート回答者で本実験機能を利用していな

いと回答した人については，行動変容の実態を把握でき

ないため，回答者数548サンプル中327サンプルを活用す

る． 
また，WEBアンケートの回収数についても，モニタ

ーの登録者数のばらつきがあることから，駅ごとに回収

数が異なっている．また，以降で実施する駅別の分析は

特に記述が無い限り，表-9のサンプル数に基づいて分析

するものとする． 
 
 
3. 分析 

以下では，仮説の検証，仮説検証を通じて把握したテ

ーマ別にみた行動変容の可能性，支払意志額の検証，バ

スサービスレベルとの比較の4点について分析を行う．

なお本論考では，「二次交通の情報」に特化した分析結

果を記載する．また，分析にあたってはアプリ・WEB
アンケートの双方の結果を活用しており，各々に使用し

た結果については各図のキャプションを参照されたい．  
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(1) 仮説検証 
a) フィールド実験とWEBアンケートの比較 
まず，分析の前提として，アプリアンケートとWEB

アンケートの結果が概ね同傾向であるかを確認する．  
アプリアンケートとWEBアンケートの結果を比較す

ると図-10で見るように，バス利用への不安といった結

果やその他リテラシーに関わるような基本属性は同傾向

の回答者属性であることが確認された．一方，情報提供

に伴う行動変容については，図-11に示すように，WEB
アンケートでは，アクセス，イグレスともに変化なしが

3～4割程度とフィールド実験と1割弱よりも大きい割合

となっており，行動変容がより発現しにくい結果となっ

ている．これは実際の機能想定ができないことから，過

小に推計されたものと考えられる．したがって，以降で

実施するWEBアンケートの分析結果は，過小に推計す

る可能性があることに留意が必要である．ただし，分析

にあたって数値の補正等は行わない． 
 

b) 駅属性別の行動変容の分析 
次に，情報提供による行動変容の可能性を検証した結

果，図-12に示すように，情報提供により，一定程度の

行動変容が起こるという傾向が確認された．一方で，駅

別の結果の傾向は大きく異なることはなく，駅属性によ

って行動変容が大きく変化するという傾向は見られない

ことから，利用者にとっては利用する場所よりは提供す

る情報が大きく影響する可能性が高いことが確認された． 
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図-10 バス乗車の際にわかりにくい点の比較(WEB及びアプ

リ) 
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図-11 普段利用する駅での行動変容の比較(WEB及びアプリ) 
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図-12 駅別に見た行動変容の比較(WEB) 
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図-13 目的別に見た行動変容の比較(WEB) 

 
(2) テーマ別にみた行動変容の可能性 
a) 情報提供と目的別の比較 
情報提供により行動変容が発生することが確認できた

ため，次に，移動目的による行動変容の違いを分析する

こととした． 
目的別にみた情報提供がもたらす行動変容の分布をみ

ると，図-13に示すように，私用による行動変容の割合

が全体的に特に高いことが見受けられた．私用のように

義務的な目的でない場合は，自分の行動を自ら計画しや

すいため，情報提供による立ち寄りや新規の移動，行動

エリアの拡大といった様々な行動につながりうることが

明らかとなった．通勤・通学や帰宅行動は，行動エリア

の増加は私用に比べると少ないが，帰宅の方が全般的に

行動変化が起こりやすい傾向が見られた．また，仕事中

の移動については，移動目的や時間的制約があることか

ら，行動エリアの増加といった事は少ないが，使用しな

かった交通の利用の割合が高くなっており，二次交通の

情報連携によりこれまで使わなかった端末交通の利用促

進につながる可能性が確認された． 
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図-14 検索のタイミング的別に見た行動変容の比較(WEB) 

 
40

6

38

11

20

58

8

2

62

12

45

46

3

1

47

10

30

77

7

1

78

14

63

37

6

1

44

9

35

7

1

12

22

バス

タクシー

レンタサイクル

JR以外の他社線

高速バス

実際には使っていない

外出機会が増える 行動エリアが広がる

買い物や遊びなど寄り道をする 使わなかった交通手段で移動する

良い印象を持つと思う その他

変化は起こらない  
アプリ n=327 複数選択回答形式 

図-15 アプリを活用して実際に二次交通を利用した人の行

動変容(アプリ) 
 
b) 情報提供と場面別の比較 
次に，普段の情報検索のタイミング別に行動変容の可

能性を見てみると，図-14に示すように，いずれも乗車

前における外出機会の増加や行動エリアの拡大の影響が

大きく，移動を始めて鉄道に乗車する前に一連の行動を

決定づけている傾向が高いことが確認された．したがっ

て，情報連携においては，鉄道乗車前に情報提供をする

ことが有効であるという示唆が得られた． 
特にアプリを活用して二次交通を利用した人が今後ど

のように行動変容する可能性があるかを聞いた結果，図

-15に示すように，バスと他社線情報の回答割合が突出

する結果となった．今回のアプリでの情報提供の内容と

して，路線バスと他社線情報が最も充実していたことも

あるが，乗換時の他社線や路線バスの連携が特に効果が

大きいという示唆が得られた．  
 

c) 情報提供と居住地の比較 
 駅からの距離の分布がどのように影響してくるかを検

討した結果，図-16のとおり，行動変容の比率には大き

な変化が無いものの，駅から徒歩6～10分程度及び，徒

歩11～15分程度の場所に住む人が最も行動変化が大きい

結果となった．また，徒歩21分以上の利用者も行動変容

の数値が高いものとなっている．徒歩10分以上の行動変

容については，特にバスの利用等に伴う情報連携の効果

が発現したと考えられるが，徒歩6～10分程度について 
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図-16 駅からの徒歩距離と行動変容の関係性(WEB) 
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図-17 日常的な検索アプリの利用状況と行動変容の関係性

(WEB) 
 

は，バス利用を行う距離ではないと考えられ，二次交通

の影響よりも施設情報の影響が大きいのではないかと考

えられるが，距離に応じて二次交通情報と駅周辺情報の

どちらが効果的に寄与するかといった検証は本研究では

できておらず，今後の課題とする． 
 
c) 情報提供と情報リテラシーの比較 
 合わせて，行動変容ともともとの情報リテラシー（事

前の情報の保有）についての関係性を検証した． 
 この結果，図-17に示すように，日常的に乗換検索を

行っているような，情報リテラシーが高い人ほど，行動

変容が起こりやすいことが分かった．したがって，連携

効果の発現にあたっては事前にある程度こうした情報提

供システムに慣れておくことが望ましいと考えられる． 
 
(3) 情報提供による支払意思額に関する分析 
 連携情報提供に対する価値を捉えるためにWEBアン

ケートにおいてCVMを用いた支払い意思額による価値

評価も実施した．ここでの評価としては，連携情報提供

に対する対価のみならず，次頁の図-18の示すシナリオ

を提示し，連携情報提供があることで，二次交通が利用

しやすくなるだけでなく，そのことにより公共交通が維
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持でき，まちとして持続的になることも含めての仮想的

なシナリオに基づく価値評価とした． 
結果，図-19に示すようにどの駅でも150円/月の支払

意思が確認され，情報提供による価値があることが確認

された．また，二次交通の有無による影響をみると，バ

ス利用がある人の平均支払意思額は140～190円/月とバス

利用がない人の120～150円/月よりも，10駅のうち8駅に

おいて相対的に支払意思額が高い結果となり，情報提供

によるバスとの二次交通連携に対し価値を見出している

ことが確認された．但し，今回のシナリオは仮想的なも

のであるため，必ずしも適切な評価にはなっていない可

能性がある．実際の情報提供の有無による将来的な地域

への影響等を確認し，適切な評価を行う必要がある． 
 

(4) バスサービスの違いによる行動変容の可能性 
連携情報提供により，特に二次交通でもバスの情報が

特に寄与することが確認された．また，支払意思額でも 
 

 
Q.あなたが負担ご利用になる●●駅において，ここでは，アプリ導入
による交通連携や，地域活性化等の効果を金額に置き換えて評価す

るために，仮にアプリ利用者から不短期を集めて行われるような仕
組みがあったとしたら，という状況を想像してください． 
アプリを利用することで，自身が公共交通を利用しやすくなるだけ

でなく，鉄道とバスやタクシーとの連携や，イベント情報との連携
により，生活しやすい利用しやすい町の実現に貢献し，それを維持
することができるものとします．一方で，公共交通が利用されなけ

れば，バスが撤退し，不便な地域になる可能性があります．このア
プリに対してあなたは毎月最大いくらの負担金であれば支払いに応
じていただけますか？ 

 

 
図-18 CVMのシナリオ 
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WEB n=3596(合計) 単一回答形式 

図-19 駅別・バス利用有無別平均支払意思額(WEB) 

大半の駅で差が発現しており，バス利用との連携による

価値が高いこと見られたことから，ここでは，バスのサ

ービスレベル（バス停ごとの一日当たりの停車本数）が

比較的高い川崎と戸塚を対象に，サービスレベルの違い

により行動変容に違いがあるかについて検証した．なお，

サービスレベル及びバス停情報は国土数値情報の値(平
成22年)を使用している． 
これまでの分析から，バスサービスレベルが低いほど，

情報提供の連携の効果が高いと想定されたが，実際には

図-20に示すようにバスサービスレベルと行動変容では

顕著な差が見られなかった．バスサービスレベルが低い

所では行動エリアの拡大が全体よりも高く発現する傾向

にはあるが，戸塚駅ではバスサービスレベルがきわめて

高い所でも同様な特徴を有しているため，バスサービス

レベルに依存しているところはあまりないと考えられる． 
 また，バスサービスレベルと駅からの距離を考慮して

比較をしてみたが，図-21のとおり，バスサービスレベ

ルの低い個所かつ駅から遠い場所で行動変容が大きい傾

向はあるものの，その他では逆に近いほど行動変容が大

きいといった形で駅からの距離とバスサービスレベルに

基づく行動変容に大きな特徴は見られなかった．実際に

はピーク時や利用時間帯に応じてバスのサービスレベル

が変化したり，バス停までの距離は日常的なバスへの利

用度合いといったは変化するため，本項目については，

今後も詳細な分析が必要である． 
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図-20 バスサービスレベルと行動変容の関係性（WEB） 
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図-21 バスサービスレベルと駅からの距離と行動変容の関

係性（WEB） 

 

4. おわりに 

 本研究では，公共交通の情報連携が行動変容につなが

りうるという前提のもと，連携情報提供と行動変容の関

係性を整理したうえで，フィールド実験とWEBアンケ

ートを通じて，関係性についての検証を行った．その結

果，本研究では以下の点が明らかとなった． 
1. 公共交通の連携による情報提供が利用者全体に

対して，広く行動変容をもたらすこと 
2. 情報提供に伴う行動変容は，駅の属性による影

響はあまり顕著ではなく，むしろ個人の属性に

影響すること 
3. 特に，私用目的での利用や個人の情報リテラシ

ーの高い人が行動変容につながりやすいこと 
4. 移動にあたって，鉄道乗車前に行動を決めてい

ると考えられる人が多く，乗車前に情報提供す

ることが重要であること 
5. 特にバスや他社線の情報の情報連携効果が高い

こと．ただしバスのサービスレベルは大きな要

因とはならないこと 
 上記のような一定の成果を示した一方，実験のサンプ

ルの関係やアプリアンケートでアンケートの設問数を絞

らざるを得なかった関係で，分析精度については未だに

課題が残る． 
今後の展開としては，こうした情報提供と行動変容の

汎用性をより広く・深く分析することで，情報連携方策

を検討することに加えて，こうした情報提供により行動

変容を起こし，公共交通の利用につながる利用者がどの

ような場所に多く存在し，どのような情報提供が効果的

かを検証することで，利用促進に効果的な情報提供場所

や内容についての検証を実施することが考えられる． 
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